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貧困問題に関するアンケート回答・近畿　2009年8月7日集計

選挙区 政党 議員名 発送 返信 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

滋賀1区 自民党 上野賢一郎 ○
滋賀2区 自民党 藤井勇治 ○
滋賀3区 自民党 宇野　治 ○
滋賀4区 自民党 武藤貴也 ○
京都1区 自民党 伊吹文明 ○
京都2区 自民党 山本朋広 ○
京都3区 自民党 清水鴻一郎 ○

京都4区 自民党 中川泰宏 ○ ○ 1 2

労働、生活、障害・・・等
各分野毎に考え方、対
応が異なっており、（概
念（通念）としての貧困
と言うことでは理解され
るが）これらを一律に測
定し得るものでしょうか

1 1

京都5区 自民党 谷垣禎一 ○
京都6区 自民党 井沢京子 ○
大阪1区 自民党 中馬弘毅 ○
大阪2区 自民党 川条志嘉 ○
大阪4区 自民党 中山泰秀 ○
大阪7区 自民党 渡嘉敷奈緒美 ○
大阪8区 自民党 大塚高司 ○大阪8区 自民党 大塚高司 ○
大阪9区 自民党 原田憲治 ○
大阪10区 自民党 松浪健太 ○
大阪11区 自民党 井脇ノブ子 ○
大阪12区 自民党 北川知克 ○
大阪13区 自民党 西野あきら ○
大阪14区 自民党 谷畑　孝 ○
大阪15区 自民党 竹本直一 ○
大阪17区 自民党 岡下信子 ○
大阪18区 自民党 中山太郎 ○
大阪19区 自民党 松浪健四郎 ○
兵庫1区 自民党 盛山正仁 ○
兵庫3区 自民党 関　芳弘 ○
兵庫4区 自民党 井上喜一 ○
兵庫5区 自民党 谷　公一 ○
兵庫6区 自民党 木挽　司 ○
兵庫7区 自民党 大前繁雄 ○
兵庫9区 自民党 西村康稔 ○
兵庫10区 自民党 渡海紀三朗 ○
兵庫11区 自民党 戸井田徹 ○
兵庫12区 自民党 河本三郎 ○



貧困問題アンケート・近畿090807 2/9

奈良1区 自民党 森岡正宏 ○
奈良2区 自民党 高市早苗 ○
奈良3区 自民党 奥野信亮 ○
奈良4区 自民党 田野瀬良太郎 ○
和歌山1区 自民党 谷本龍哉 ○
和歌山2区 自民党 石田真敏 ○
和歌山3区 自民党 二階俊博 ○
比例区 自民党 泉原保二 ○
比例区 自民党 近藤三津枝 ○
比例区 自民党 柳本卓治 ○
比例区 自民党 矢野隆司 ○
滋賀1区 民主党 川端達夫 ○ ○ 1 1 1 1
滋賀2区 民主党 田島一成 ○ ○ 1 1 1 1

滋賀3区 民主党 三日月大造 ○ ○ 1

現在の日本で解決すべ
き問題は山積している
が、格差是正は最優先
課題のひとつである。

1

限りある予算を効果的
に配分するためには、
現状に対する認識を明
確にする必要がある。

1

安心して働くことができ
る環境を整備するため
には、非正規雇用から
正規雇用への転換など
の、積極的雇用政策を
推進する必要がある。

1

社会保障費2200億円の抑
制は当然のことながら、社
会保障制度全体を見直
し、すべての国民が「安
心・安全」に暮らせる社会
を構築しなければならな
い。

滋賀4区 民主党 奥村展三 ○
京都1区 民主党 平　智之 ○
京都2区 民主党 前原誠司 ○
京都3区 民主党 泉　健太 ○
京都4区 民主党 北神圭朗 ○
京都5区 民主党 小原　舞 ○京都5区 民主党 小原　舞 ○
京都6区 民主党 山井和則 ○
大阪1区 民主党 熊田篤嗣 ○
大阪2区 民主党 萩原　仁 ○
大阪3区 民主党 中島正純 ○
大阪4区 民主党 吉田おさむ ○
大阪5区 民主党 いなみ哲男 ○ ○ 1 1 1 1
大阪6区 民主党 村上史好 ○ ○ 1 1 1 1
大阪7区 民主党 藤村　修 ○ ○ 1 1 1 1
大阪8区 民主党 中野寛成 ○
大阪9区 民主党 大谷信盛 ○
大阪11区 民主党 平野博文 ○
大阪12区 民主党 たるとこ伸二 ○
大阪14区 民主党 長尾たかし ○ ○ 1 1 1 1
大阪15区 民主党 大谷　啓 ○
大阪16区 民主党 森山浩行 ○
大阪17区 民主党 つじ　恵 ○
大阪18区 民主党 中川　治 ○ ○ 1 1 1 1
大阪19区 民主党 長安　豊 ○
兵庫1区 民主党 井戸まさえ ○
兵庫2区 民主党 向山好一 ○
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兵庫3区 民主党 どい隆一 ○ ○ 1 1 1 1
兵庫4区 民主党 たかはし昭一 ○
兵庫5区 民主党 梶原やすひろ ○
兵庫6区 民主党 いちむら浩一郎 ○
兵庫7区 民主党 石井としろう ○
兵庫10区 民主党 岡田やすひろ ○
兵庫11区 民主党 松本たけあき ○
兵庫12区 民主党 山口　壮 ○
奈良1区 民主党 まぶちすみお ○

奈良2区 民主党 滝　実 ○ ○ 1 2

所得と資産のバランス
を考える必要があり、
本人の状態を勘案して
ケースバイケースで対
応すべき。

1 1

奈良3区 民主党 吉川政重 ○ ○ 1 1 1 1

奈良4区 民主党 大西たかのり ○ ○ 1
少子化が進む中、子ど
もの貧困率が上昇して
いる点で要対応。

1

定義を明確にした上で
現状把握の為に実態
調査を行うべき。（国勢
調査の在り方も含め
て）

1

労働契約法により、有
期雇用の規制を図る。
非正規雇用の待遇向上
の為にも経済状況の改
善を図る。就労支援の
拡充を図る。

1

年2200億円、5年間で1兆
1000億円の削減方針は撤
廃する。地域格差を是正
し、医療体制の整備を進
める。最後のセーフティ
ネットである生活保護制度
の充実を図るためにも必
要。

和歌山1区 民主党 岸本周平 ○
和歌山2区 民主党 阪口直人 ○
和歌山3区 民主党 たまき公良 ○和歌山3区 民主党 たまき公良 ○
大阪3区 公明党 田端正広 ○
大阪5区 公明党 谷口隆義 ○
大阪6区 公明党 福島　豊 ○
大阪16区 公明党 北側一雄 ○

兵庫2区 公明党 赤羽かずよし ○ ○ 1

雇用制度・社会保障制
度の異なる他国との比
較よりも、国内の貧困
層の拡大への対応が必
要である。

2
率の問題とは考えな
い。

1

終身雇用を中心とした
雇用・就労の環境（雇
用保険・年金・医療保
険等）の下で、非正規
雇用者の増大への保障
が十分とはいえない。

1

兵庫8区 公明党 冬しば鉄三 ○
比例区 公明党 赤松正雄 ○ ○ 2 1 1 1
比例区 公明党 池坊保子 ○
比例区 公明党 佐藤茂樹 ○
比例区 公明党 竹内　譲 ○
比例区 公明党 西　博義 ○
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滋賀1区 共産党 川内　卓 ○ ○ 1

大津市でも修学奨励費
の対象となる要保護・
準要保護の自動は
15％を超えています
が、生活保護率は9％と
大きな乖離があります。
また、国保料の滞納で
保険証を手にできない
世帯が1000世帯にのぼ
るなど、生存権や諸権
利保障への政策対応が
必要です。

1

貧困への政策対応の
出発点は現状を正しく
認識することです。生
活保護母子加算の削
減に他の貧困な母子家
庭との比較が理由とさ
れたり、生活費に食い
込む医療や介護の負
担が押しつけられるな
ど、政府自身が貧困を
拡大している現状を改
善するためにも必要で
す。

1

最低生活を保障できな
い低賃金、その上派遣
切りで住まいを奪われ
るなど、現在と将来に
希望を持てない若者が
増えています。派遣労
働を規制して正規雇用
を基本とすること、最低
賃金を時給1000円以上
とすること、均等待遇の
実現など積極的な対処
が必要です。

1

社会保障費の抑制によっ
て、介護報酬の引き下げ
や軽度者へのサービスの
切り下げ、医療費の負担
増や医師不足・病院の閉
鎖、障害者自立支援法の
負担増や後期高齢者医療
などさまざまな改悪が進
められてきました。この際
抑制はきっぱりとやめるべ
きです。

滋賀3区 共産党 木村まさみ ○
滋賀4区 共産党 坪田いくお ○ ○ 1 1 1 1

京都1区 共産党 こくた恵二 ○ ○ 1

わが国では判明してい
るだけでも年間100人近
くが餓死し、「経済的困
難」で自殺する人が増
え、さらに「子どもの貧
困」など深刻です。とこ
ろが政府は「生活保護
の捕捉率」の調査すら
していませんでした。
（2010年度から実施方
向）政府として貧困の実
態調査を行い、国民を

1 Ⅰの回答に記載 1

労働者を「使い捨て自
由」の「モノ扱い」するこ
とは許されません。労
働者派遣法を抜本改正
し、「『雇用は正社員』が
当たり前の社会」にし、
「均等待遇のルール」、
長時間労働の規制な
ど、人間らしく働ける

1

社会保障費の毎年2200億
円の抑制が障害者自立支
援法や後期高齢者医療制
度、医師不足と地域医療
の崩壊など、世界に例の
ない異常な事態を作り出
しました。社会保障予算抑
制を撤回し、国民が安心
できる社会保障の拡充こ態調査を行い、国民を

貧困から守り、貧困を
減らす具体的な目標と
対策を策定すべきで
す。

ど、人間らしく働ける
ルールを作るべきで
す。

できる社会保障の拡充こ
そ必要です。

京都2区 共産党 原としふみ ○ ○ 1 1 1 1
京都3区 共産党 石村和子 ○ ○ 1 1 1 1
京都4区 共産党 吉田幸一 ○ ○ 1 1 1 1

京都5区 共産党 吉田早由美 ○ ○ 1

わかっているだけで年
間100人近い餓死者、
「経済的な困難」で自殺
する人が後を絶ちませ
ん。貧困の広がりが深
刻な社会問題となって
います。

1

日本の相対的貧困率
はOECD加盟の先進国
中4位となっています。
しかし、今、生活保護を
受けている人は対象と
なるべき人の1～2割に
すぎないとされていま
す。せいふとして貧困
の実態調査をし、貧困
を減らす具体的な目標
を持ち、貧困から国民
を守るべきです。

1

若者や女性労働者の2
人に1人は非正規雇用
です。「雇用は正社員
があたりまえ」同じ労働
には同じ賃金、休暇が
保障される「均等待遇」
など人間らしい労働の
ルールをつくります。

1

自公政権が毎年行ってき
た社会保障予算の削減に
より、セーフティネットとし
ての役割が果たせなくなっ
てきています。

京都6区 共産党 浜田良之 ○ ○ 1 1 1 1
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大阪1区 共産党 辻ひで子 ○ ○ 1

日本の貧困は派遣労
働、医療など社会福祉
の切り捨て政治で生じ
たものだから。

1

政府が貧困の実態を正
しく掌握する必要があ
ります。西欧諸国と比
べ、「働く貧困層」や「医
療難民」が異常に多い
といわれます。

1

非正規雇用＝不安定雇
用の労働者が増えてい
ることは、日本の景気
回復、将来展望に否定
的要因。雇用は正社員
があたりまえ、労働者
保護法の制定を目指し
ます。

1

この削減が医療と社会保
障の悪化の源となった。財
源はいきすぎた大型開発
費や軍事費を削減し、いき
すぎた大企業減税や大株
主減税をただせば十分
で、消費税増税に頼らずと
もよい。

大阪2区 共産党 吉永朋之 ○ ○ 1 1 1 1

大阪3区 共産党 千葉孝子 ○ ○ 1

最低賃金、基礎年金、
生活保護などは憲法25
条がいう国民の最低限
度の生活を支える仕組
みが壊されていること
が問題です。特に政府
は国内の貧困率すら把
握していない。調査して
貧困率の削減も目標を
持つべきです。

1

政府として貧困の実態
を把握することは国民
を貧困から守る政治姿
勢に立つ大前提です。
貧困の実態調査を行
い、政府が貧困を減ら
す具体的な目標を策定
することです。

1

雇用破壊は内需の柱で
ある個人消費、家計に
大きな打撃となり、さら
に景気全体が悪化する
という悪循環を引き起こ
しています。雇用を守
り、人間らしい労働の
ルールをつくる雇用対
策に大きく転換すること
は、経済と産業のまとも
な成長と日本社会の安
定のためにも避けて通
れません。

1

お金のあるなしで格差を
付けず、誰もが平等に必
要な給付が受けられる社
会保障のルールを確立
し、憲法25条の生存権を
保障する社会保障制度へ
と抜本宛期に拡充をはか
ります。

大阪4区 共産党 長谷川良雄 ○
大阪5区 共産党 姫野　浄 ○ ○ 1 1 1 1

判明しているだけでも
年間100人近くが餓死 貧困の実態を把握し、

無権利、低賃金で「使
い捨て自由」の非正規
雇用者を労働者派遣法

憲法25条の立場からも、
医療、介護、年金など社

大阪6区 共産党 やの博之 ○ ○ 1
年間100人近くが餓死
し、自殺者が後を絶た
ないなど、とうてい先進
国といえない状況だ。

1
貧困の実態を把握し、
国民を貧困から守る政
治姿勢が立つこと。

1
雇用者を労働者派遣法
や労働基準法など相次
ぐ改悪が雇用破壊の元
凶。

1
医療、介護、年金など社
会保障各分野で負担の軽
減と不安の解消をすすめ
るべき。

大阪7区 共産党 駒井正男 ○ ○ 1 1 1 1

大阪8区 共産党 久門松寿 ○ ○ 1

生活保護制度の改善・
充実、派遣法の抜本改
正などの雇用対策をつ
うじて、底上げをはかる
べきです。

1

政府が国民を貧困から
守る政治姿勢にたつう
えで、これが大前提で
す。

1

くらしの安定と将来不安
の解消のために、雇用
は正規が当たり前とい
う社会にしていくことが
必要です。

1

高齢化が進む中で、社会
保障予算の自然増は当然
であり、抑制策をとるべき
ではありません。

大阪9区 共産党 村上弘充 ○
大阪10区 共産党 浅沼和仁 ○ ○ 1 1 1 1
大阪11区 共産党 山下京子 ○

大阪12区 共産党 しげた初江 ○ ○ 1

加盟国中1，2位を争う
高さであり、OECDの報
告は、日本の格差拡大
の原因が、非正規雇用
の拡大による労働市場
の二極化にあることを
指摘していることからこ
の対策が急務。

1

国民生活に責任を持つ
政府としては当然のこ
とで、詳細な分析に基
づき、貧困の克服政策
を実施すべきである。

1

非正規雇用を利用した
雇用破壊は、内需の柱
である個人消費、家計
に大きな打撃となり、さ
らに景気全体が悪化す
るという悪循環を引き起
こしています。直ちに法
的な措置が必要。

1

くらしを支え、生存権を保
障する社会保障制度にす
るために削減から逆に大
きく拡充への大転換をは
かるべきである。

大阪13区 共産党 吉井英勝 ○ ○ 1 1 1 1
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大阪14区 共産党 野沢みちあき ○ ○ 1 1 1 1
大阪15区 共産党 中野好博 ○ ○ 1 1 1 1
大阪16区 共産党 岸上倭文樹 ○
大阪17区 共産党 坂本譲次 ○
大阪18区 共産党 大塚康樹 ○

大阪19区 共産党 和気　豊 ○ ○ 1
アメリカに次ぐ貧困率で
あり、早急に具体策が
必要。

1
実情の把握が、政策立
案のスタートと考える。

1
貧困と格差の大きな原
因が労働の非正規雇用
化と考える。

1

雇用での貧困の格差をさ
らに広げているのが、社
会保障の削減政策であ
る。

兵庫1区 共産党 味口としゆき ○ ○ 1 1 1 1
兵庫2区 共産党 井村ひろ子 ○ ○ 1 1 1 1
兵庫3区 共産党 金田みねお ○ ○ 1 1 1 1
兵庫6区 共産党 北野のり子 ○ ○ 1 1 1 1

兵庫7区 共産党 平野貞雄 ○ ○ 1

日本における「貧困と格
差」の拡大は重大な社
会問題であり、その解
決をはかることは政治
の緊急重要課題であ
る。

1 1
「雇用は正規が当たり
前」のルールをつくるべ
きである。

1
社会保障抑制から拡充へ
の転換をはかるべきであ
る。

兵庫8区 共産党 庄本えつこ ○ ○ 1 1 1 1

奈良1区 共産党 井上良子 ○ ○ 1

貧困率が15％を超える
事態とは、単純に見て
約2000万人の人達が、
年収200万以下で生活
を余儀なくされているこ
とを示しています。一刻

1

国民の所得実態、生活
状況を正確に把握する
ことが、貧困問題の克
服の第一歩だと考えま
す。

1

非正規雇用が貧困層を
生み出す最大の原因で
す。正規雇用を経済社
会のルールにし、国民
生活の安定を図るのが

1

医療・社会保障費を歳出
の中心に据え、国民福祉
の増進を図ることが求めら
れます。とを示しています。一刻

も放置できる状況では
ありません。

す。
生活の安定を図るのが
最優先課題です。

れます。

奈良2区 共産党 西ふみ子 ○ ○ 1

日本における相対的貧
困率では、年収200万
円以下を想定していま
す。15％もの人達が生
活に喘いでいる状況で
あり、直ちに政策的対
応が求められます。

1

政府自身が国民生活
の実態、所得の状況な
どをしっかりと捕捉し、
貧困根絶対策を講じる
ことが求められます。

1

不安定就労が約40％に
達している事態を深刻
に受け止める必要があ
ります。貧困をなくし、
国民生活の安定を図る
ことが政府の第一義の
課題です。

1

社会保障費は国民生活を
維持する上で必要な財政
措置です。しっかりと財政
手当をおこない、国民の
暮らし・健康を守ることが
必要です。

奈良3区 共産党 豆田至功 ○ ○ 1

憲法25条の精神を、具
体的な施策で実現する
ことが求められる状況
です。年収200万以下で
生活を強いられる貧困
層は直ちになくすことが
必要です。

1

貧困率の捕捉は、政府
の貧困対策の第一歩
です。国民の所得・生
活状況をしっかりととら
えて、貧困対策をとる
べきです。

1

非正規雇用とは、いつ
職を失うかもしれないと
いう就労形態です。しか
も低賃金で働かされて
いる状態は、生活を不
安定にし、将来に希望
が持てない状態です。
一刻も早く正規雇用を
経済社会のルールにす
ることが求められます。

1

社会保障費2200億円は最
低限必要な費用です。削
減対象とはしないで、財政
措置が必要です。
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和歌山1区 共産党 くにしげ秀明 ○ ○ 1

現在の貧困率の高さは
労働法制。社会保障制
度、税制の改悪など国
の失政によるものであ
り、国の責任での政策
的対応が必要。

1

生存権保障の憲法をも
つ国として、国民のくら
しの実態と貧困をなくす
対策を明らかにするた
め。

1

非正規雇用がここまで
拡大したのは、財界の
要請にこたえて、原則
禁止だった派遣労働を
原則自由化するなどの
規制緩和をおこなった
からである。その結果、
年間通じて働いても年
収200万円に満たない
働く貧困層が1000万人
を超えている。このこと
は国民生活はもちろ
ん、経済と産業のまとも
な成長と日本社会の将
来にとって重大な課題。

1

これまでも貧弱だった日本
の社会保障制度が、この
政策でいっそう深刻とな
り、世界でも例を見ない異
常な事態（医療費の窓口
負担の高さ、障害者への
負担、高齢者への差別医
療など）が起こっている。
削減分を戻し、さらに拡充
が必要。

比例区 共産党 金田峰生
比例区 共産党 川内　卓
比例区 共産党 国重秀明
比例区 共産党 穀田恵二
比例区 共産党 瀬戸恵子 ○ ○ 1 1 1 1
比例区 共産党 豆田至功
比例区 共産党 宮本たけし ○ ○ 1 1 1 1
比例区 共産党 吉井英勝
京都2区 社民党 藤田高景 ○
大阪10区 社民党 辻元清美 ○大阪10区 社民党 辻元清美 ○
兵庫8区 社民党 市来ばん子 ○ ○ 1 1 1 1
比例区 社民党 服部良一 ○
大阪13区 国民新党 白石じゅん子 ○
兵庫9区 国民新党 宮本一三 ○
滋賀1区 幸福実現党 対中章哲 ○
滋賀2区 幸福実現党 池田信隆 ○
滋賀3区 幸福実現党 森川貢次 ○
滋賀4区 幸福実現党 曽我周作 ○
京都1区 幸福実現党 種村柚実子 ○
京都2区 幸福実現党 軽部芳輝 ○
京都3区 幸福実現党 岸本浩一 ○
京都4区 幸福実現党 出野博志 ○
京都5区 幸福実現党 詫間啓司 ○
京都6区 幸福実現党 北川智子 ○
大阪1区 幸福実現党 林富美子 ○
大阪2区 幸福実現党 深田敏子 ○
大阪3区 幸福実現党 森　悦宏 ○
大阪4区 幸福実現党 今中由哲 ○
大阪5区 幸福実現党 柳　武 ○
大阪6区 幸福実現党 上杉智子 ○
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大阪7区 幸福実現党 水沼義隆 ○
大阪8区 幸福実現党 高橋伸典 ○
大阪9区 幸福実現党 藤木利恵 ○
大阪10区 幸福実現党 筒井宏志 ○
大阪11区 幸福実現党 山内　晃 ○
大阪12区 幸福実現党 宮崎麻美 ○
大阪13区 幸福実現党 生田智千 ○
大阪14区 幸福実現党 北口義明 ○
大阪15区 幸福実現党 村上俊樹 ○
大阪16区 幸福実現党 中川義衛 ○
大阪17区 幸福実現党 片山　朗 ○
大阪18区 幸福実現党 西川　豊 ○
大阪19区 幸福実現党 豊田　隆久 ○
兵庫1区 幸福実現党 槙山健二 ○
兵庫2区 幸福実現党 竹内知弘 ○
兵庫3区 幸福実現党 森本　潔 ○
兵庫4区 幸福実現党 佐藤　塁 ○
兵庫5区 幸福実現党 丸岡真澄 ○
兵庫6区 幸福実現党 上野仁宏 ○
兵庫7区 幸福実現党 小田和代 ○
兵庫8区 幸福実現党 角出智一 ○
兵庫9区 幸福実現党 高木義彰 ○
兵庫10区 幸福実現党 小村直弘 ○
兵庫11区 幸福実現党 帽田智子 ○
兵庫12区 幸福実現党 山田徳太郎 ○兵庫12区 幸福実現党 山田徳太郎 ○
奈良1区 幸福実現党 栗岡真由美 ○
奈良2区 幸福実現党 田中孝子 ○
奈良3区 幸福実現党 尾崎貴教 ○
奈良4区 幸福実現党 赤松明宏 ○

和歌山1区 幸福実現党 斉藤昌宏 ○ ○ 2

海外とは比べることが
出来ないほど日本は豊
かです。もっと海外の
人々の貧困を考えるべ
きです。

2 Ⅰの答えに同じ 2
日本経済を立て直せば
改善できる。

2

和歌山2区 幸福実現党 久保美也子 ○
和歌山3区 幸福実現党 湊　侑子 ○
比例区 幸福実現党 久保方洋 ○
比例区 幸福実現党 中村恭代 ○
比例区 幸福実現党 西川栄司 ○
比例区 幸福実現党 野口典良 ○
比例区 幸福実現党 林　雅敏 ○
比例区 幸福実現党 福島いづみ ○
兵庫8区 新党日本 田中康夫 ○
大阪17区 改革クラブ 西村真悟 ○
京都4区 無所属 田中英夫 ○
大阪1区 無所属 堺井裕貴 ○
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大阪2区 無所属 左藤　章 ○
大阪14区 無所属 三宅　博 ○

兵庫1区 無所属 原　和美 ○ ○ 1

社会保障の充実と、雇
用拡大や教育の改善に
より、富裕層と貧困層
の更なる格差拡大を食
い止めなければならな
い。

1

これまでの政府は、日
本に貧困は存在しない
との立場をとってきたた
め測定する術が無かっ
たが、現実を直視する
時期にきている。

1

低賃金など劣悪な労働
条件が実態の非正規雇
用拡大は全ての労働者
層の労働条件にも悪影
響を及ぼしているため。

1

国民に不安と苦しみを与
える政策の実施は、憲法
25条に違反する行為であ
るため。

兵庫3区 無所属 黒江兼司 ○ ○ 1 1 1 1
兵庫4区 無所属 石原修三 ○


